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○阿見町集会施設等補助金交付要綱 

平成23年３月31日告示第60号 

改正 

平成23年９月６日告示第159号 

令和元年12月６日告示第254号 

令和４年３月７日告示第38号 

阿見町集会施設等補助金交付要綱 

阿見町集会施設等に関する補助金交付要綱（平成７年阿見町告示第27号）の全部を改正

する。 

（趣旨） 

第１条 町は，地域住民のコミュニケーションの場としての集会施設等の施設整備等を支

援し，もって地域住民の福祉の向上に寄与するため，予算の範囲内において補助金を交

付するものとし，その補助金の交付については，阿見町補助金等交付規則（昭和51年阿

見町規則第６号）に定めるもののほか，この要綱に定めるところによる。 

（定義） 

第１条の２ この要綱において，次に掲げる用語の意義は，それぞれ当該各号に定めると

ころによる。 

(１) 行政区 阿見町行政区規則（昭和53年阿見町規則第４号）に定める行政区（地方

自治法（昭和22年法律第67号）第260条の２に基づき認可を受けた地縁団体を含む。）

をいう。 

(２) 集会施設 会議，集会等に必要な設備を備えた施設であって，行政区によって設

置され，かつ，現に運営されているものをいう。 

（補助対象者） 

第２条 この要綱による補助の対象者は，行政区とする。 

（補助対象事業） 

第３条 この要綱による補助の対象となる事業の区分及びその内容は，次の表に掲げると

おりとする。 

区分 内容 

集会施設新築事業 新たに集会施設を設置し，又は既存の施設を廃して新たな集会

施設を設置する費用（備品の購入費用を含む。）の一部を補助

する事業 

集会施設増改築事

業 

既存の集会施設の床面積を増加させる費用及び既存の集会施

設の一部を除去し，引き続きこれと規模・構造の著しく異なら

ないものを建設する費用の一部を補助する事業 

集会施設整備事業 既存の集会施設の施設整備及び維持補修並びに備品の修理費
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用の一部を補助する事業 

集会施設敷地購入

事業 

集会施設の敷地等として新たに購入し，取得する土地の購入費

用の一部を補助する事業 

集会施設建物購入

事業 

集会施設にするために新たに購入する建物の購入費用（必要に

応じ，購入した建物の床面積の増加，内部及び外部の大規模な

整備及び模様替え並びに必要な備品の購入に係る費用を含

む。）の一部を補助する事業 

集会施設用地賃貸

料補助事業 

集会施設の敷地等を借り受ける場合に，その賃借料の一部を補

助する事業 

（補助の対象） 

第４条 この要綱による補助対象経費，補助率及び補助限度額は，別表に掲げるとおりと

する。ただし，次に掲げる収益等がある場合には，当該収益等を前条の事業に要する費

用に充当するものとし，かつ，補助対象経費から当該収益等の額を控除した額を補助対

象経費とする。 

(１) 既存の集会施設等を売却して得た利益 

(２) 災害等により得た保険金 

(３) この要綱による補助金のほかに交付を受けた補助金，助成金又は補償金 

２ 補助金の額に1000円未満の端数が生じた場合は，その額を切り捨てるものとする。 

（補助金の申請） 

第５条 補助金の交付を受けようとする行政区は，当該行政区の区長等を代表者として，

阿見町集会施設等補助金交付申請書（様式第１号）に関係書類を添えて町長に申請しな

ければならない。 

（補助金の交付決定） 

第６条 町長は，前条の交付申請について審査し，かつ，実地に調査し，その内容が適当

であると認めた場合は，阿見町集会施設等補助金交付決定通知書（様式第２号）により，

補助金の交付を受けようとする者に通知するものとする。 

（実績報告） 

第７条 前条の規定により補助金の交付決定の通知を受けた者は，補助事業が完了したと

きは，速やかに阿見町集会施設等補助事業実績報告書（様式第３号）に必要書類を添付

して，町長に報告しなければならない。ただし，集会施設敷地購入事業又は集会施設用

地賃貸料補助事業については，この限りではない。 

（補助金の額の確定） 

第８条 町長は，前条の規定により提出された実績報告書の内容を審査し，第４条の規定

による補助金の交付内容に適合していると認めるときは，交付すべき補助金の額を確定

し，阿見町集会施設等補助金額確定通知書（様式第４号）により，補助金の交付決定の
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通知を受けた者に通知するものとする。 

（補助金の交付） 

第９条 補助金の交付は，前条の規定により交付すべき補助金の額を確定した後に行うも

のとする。ただし，町長が，補助事業の遂行上で必要と認めた場合は，概算払いをする

ことができる。 

２ 補助金の交付決定の通知を受けた者は，前項ただし書の規定により概算払いを受けよ

うとする場合は，阿見町集会施設等補助金概算払申請書（様式第５号）を町長に提出す

るものとする。 

（補助金の返還又は取消し） 

第10条 町長は，補助金を交付し，又は交付しようとする場合において，次の各号のいず

れかに該当する事由があると認めるときは，補助金の交付決定の通知を受けた者に対し，

補助金の全部若しくは一部を返還させ，又は補助金の交付を取り消す事ができる。 

(１) 補助金を目的外に使用したとき。 

(２) 提出書類に虚偽の記載があったとき。 

(３) その他この要綱の規定に違反したとき。 

（その他） 

第11条 この要綱に定めるもののほか，この要綱の施行に関し必要な事項は，町長が別に

定める。 

附 則 

この告示は，平成23年４月１日から施行する。 

附 則（平成23年９月６日告示第159号） 

この告示は，公布の日から施行する。 

附 則（令和元年12月６日告示第254号） 

この告示は，令和２年４月１日から施行する。 

附 則（令和４年３月７日告示第38号） 

この告示は，令和４年４月１日から施行する。 

別表（第４条関係） 

区分 補助の対象 補助率及び限度額 

集会施設新築事業 (１) 建築工事費（設計料，建物

本体の工事費，付帯設備工事

費，さく井工事費，外構工事費

その他の工事費をいう。以下同

じ。） 

(２) 備品（対象品目は，備考に

定めるところによる。以下同

２分の１。ただし，１

千万円を限度額とす

る。 
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じ。） 

集会施設増改築事業 建築工事費 ２分の１。ただし，１

千万円を限度額とす

る。 

集会施設整備事業 (１) 建物本体，付帯設備，外構

の施設整備及び維持補修 

(２) 備品の修理 

２分の１以内。ただし，

百万円を限度額とす

る。 

集会施設敷地購入事業 集会施設用地，駐車場用地その他

の用地の土地取得費 

３分の２以内 

集会施設建物購入事業 (１) 集会施設に供する建物の

取得費 

(２) 新たに取得した建物に関

し，集会施設に供するために必

要となる増築工事費，改修工事

費及び外構工事費 

(３) 備品。ただし，既存の集会

施設を買い換える場合は，対象

としない。 

２分の１。ただし，１

千万円を限度額とす

る。 

集会施設用地賃貸料 集会施設用地，駐車場用地その他

の用地の賃貸料 

２分の１。ただし，１

年当たり10万円を限度

額とする。 

備考 

１ 付帯設備とは，集会施設の運用に必要と認められる設備のうち，建物本体に付帯

する設備で，空調設備，照明設備，通信設備，音響設備，給排水設備，雨水排水設

備等をいう。 

２ 外構とは，建物本体を除く集会施設の構造物で，駐車場，塀，外灯等をいう。 

３ 備品とは，集会施設において自治会活動を行うに際し必要と認められる品目で，

机，座卓，椅子，カーテン，黒板，掲示板等をいう。 
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様式第１号（第５条関係） 
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様式第２号（第６条関係） 
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様式第３号（第７条関係） 

 



8/9 

様式第４号（第８条関係） 
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様式第５号（第９条関係） 

 


